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本日の内容

1 自己紹介

2 温泉に関する統計の特徴と課題

3 各種観光統計の特徴

4 各種観光統計を用いた温泉地利用者数の推計の検討
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1

自己紹介
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自己紹介

• 観光庁「訪日外国人消費動向調査の集計・分析に関する業務」
• 沖縄県「観光統計実態調査」
• 沖縄県「外国人観光客調査」

• 東京都「国・地域別外国人行動特性調査」
• 沖縄振興開発金融公庫「ポストコロナ時代における沖縄観光のあり方に関する調査」
• 「DBJ・JTBF アジア・欧米豪 訪日外国人旅行者の意向調査」

• 多様性を持つ新たなツーリズムのあり方についての研究
• がん治療中の旅行がQOL向上に与える影響：実証的研究
• サービス経済社会における観光地のあり方に関する研究

１９９８年 北海道大学大学院理学研究科化学専攻 修了

1998～2004年 北海道移動通信網株式会社（現 株式会社NTTドコモ）勤務

2006年3月 筑波大学大学院芸術研究科世界遺産専攻 修了

2006年～2025年 財団法人日本交通公社（現：公益財団法人日本交通公社）勤務

２０２５年４月〜 松本大学総合経営学部観光ホスピタリティ学科勤務

相澤 美穂子 松本大学 総合経営学部 観光ホスピタリティ学科

略
歴

担
当
し
た
主
な
事
業
・
研
究

n 理系大学院を卒業後、携帯電話会社に就職。主に顧客データ分析を担当。
n 前職の（公財）日本交通公社では、国や自治体の観光統計調査および自主調
査などで、調査設計・データ集計に従事。

n 2025年4月から松本大学で教員として教育・研究活動に従事。
n 現在の研究テーマは「がんサバイバーが旅行やアクティビティをしやすい環
境づくりおよび活動が心身にもたらす効能について」
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出所：観光庁「平成27年 訪日外国人消費動向調査報告書」

観光庁「インバウンド消費動向調査」（旧：訪日外国人消費動向調査）

n各空海港における国籍別目標回収数の設計

n回収した調査票をもとに、国籍別の旅行消費額等を推計等を担当
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【現在の研究テーマ】がんサバイバーの旅行やアクティビティの効能
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きっかけは私自身のがん治療中の山歩きでした

2021年4月 高尾山

抗がん剤治療中で

浮腫みで顔がパンパン

脱毛した頭は帽子でカバー
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WHOは「すべての身体活動は健康に寄与する」と公表

n高齢者や慢性疾患患者、障害を抱える方、妊産婦に向けた運動の目安を提示

日本運動疫学会ほか「要約版 WHO 身体活動・座位行動ガイドライン（日本語版）」2021
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治療段階別にみた旅行に出かける動機（複数回答）

n治療中の患者は「病気・治療からの解放＆再出発」という動機で旅行をしている

→旅行は治療にポジティブに向き合える可能性がある
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出所：相澤（2025）「治療段階別にみたがんサバイバーの旅行動機」
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今後の研究の展望

1. 旅行、森林浴、温泉など活動による効果の違いを検討
–探索的アンケート調査を行い、旅行、ウォーキング、森林浴、温泉などの活動とQOLとの関
連を把握

2. モニターツアーによる実証
–モニターツアーを実施し、活動の効果を検証
–心理指標（QOL、不安、気分、疲労）と身体指標（血圧、歩数など）を活動前後で測定

3. 研究成果の社会実装
–治療中・寛解期・健常者の三群比較を行い、多変量解析等を用いて活動の効果を詳細に分
析

– 「レジャー活動支援ガイドライン」を作成し、成果を社会に還元
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2

温泉に関する統計の特徴と課題
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観光統計が必要な理由

n観光施策を展開するためには市場規模を把握することは大前提

• 観光分野では人数（観光入込客数）、単価（観光消費額単価）を把
握し、これらを乗じて取引総額を推計する

出所：観光庁「観光入込客統計に関する共通基準調査要領 令和５年（2023）年改定版」
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環境省「温泉利用状況」による温泉宿泊施設数、延べ宿泊者数の推移

出所：環境省「温泉利用状況」
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環境省「温泉利用状況」

1. 法的根拠と権限

Ø 温泉利用状況の報告徴収は、温泉法に基づく

Ø 権限は原則として都道府県知事にある

Ø 一部の事務（温泉の成分等の掲示に関する届出の受理や命令に関する事
務）等は市町村長に移譲されている

2. 報告が求められる情報

Ø知事は、温泉利用施設の管理者に、主に以下の報告を求めることができる

ü温泉の採取の実施状況

ü温泉のゆう出量、温度、成分

ü利用状況(例: 利用施設の収容能力など)

ü可燃性天然ガスの発生の状況

üその他必要な事項

出所：環境省ウェブサイト（https://www.env.go.jp/nature/onsen/data/）
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自治体によって異なる「温泉利用状況報告書」のフォーマット

岡山市の報告書フォーマット

出所：岡山市ウェブサイト

堺市の報告書フォーマット

出所：堺市ウェブサイト
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「温泉利用状況」と市町村データとの比較 （事例）長野県諏訪市

出所：出所：諏訪市「令和4年観光動態要覧」

長野県（https://www.pref.nagano.lg.jp/tokei/tyousa/documents/21kanko.pdf）



Copyright (C) AIZAWA Mihoko All rights reserved. 17

1. 法的権限と報告対象
の限界

• 温泉法に基づく報告徴収の
権限は、原則として都道府県
知事にある。

• ただし、一部の事務は保健
所を設置する市や特別区に
移譲されている。

• 報告が求められる情報は温
泉の採取状況や成分が主で
あり、宿泊者数のような詳細
な利用実績については明記
されていない。

2. 自治体によるフォー
マットの不統一

• 報告徴収の主体が都道府県
や一部市町村のため、「温泉
利用状況報告書」の様式は
全国で統一されていない。

• 岡山市と堺市の事例のよう
に、各自治体が異なる様式
で報告を求めている。

• これにより、全国横断的な
データの比較や集計が困難
になる可能性がある。

3. 他の統計データとの
乖離

• 長野県諏訪市の事例では、
『温泉利用状況』の延べ宿泊
利用人員数と、市の観光統
計に大きな乖離が見られる。

• これは、統計の定義、調査対
象、集計方法の違いに起因
すると考えられる。

環境省『温泉利用状況』データを活用する上での課題
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3

各種観光統計の特徴
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需要データ（旅行者調査） 供給データ（都道府県観光統計など）

長 所

・旅行しない人の調査が可能

・地域間比較が可能
（統一された方法で調査･集計するため）

・旅行者のニーズを調査できる

・精度が高い

（全数調査または調査サンプル数が多い）

短 所

・サンプル調査による制約

－サンプル数

－代表性

・観光地を訪れていない人のニーズが取れない

・都道府県毎に調査･集計方法が異なる場合は地
域間比較が困難

出発地（需要）側データと旅行先（供給）側データの長所・短所

出発地
（需要）

移動
旅行先
（供給）
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需要データ 供給データ

公的統計 旅行・観光消費動向調査

・宿泊旅行統計調査

・訪日外国人消費動向調査

・観光客入込統計、自治体調査

・入湯税

・温泉利用状況

民間統計

観光の実態と志向

JTBF旅行実態調査

レジャー白書、等

・人流データ（携帯電話位置情報など）

出発地（需要）側データと旅行先（供給）側データの種類

出発地
（需要）

移動
旅行先
（供給）
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【国・自治体】

• 観光庁「旅行・観光消費動向調査」

• 観光庁「宿泊旅行統計」

• 都道府県・市区町村の観光統計（入込数調査など）

• 入湯税（自治体）

【関連団体】

• 旅館組合・OTAデータ

【民間調査】

• （公社）日本観光振興協会「観光の実態と志向」、（公財）日本交通公社「JTBF
旅行実態調査」、（公財）日本生産性本部「レジャー白書」等

• 人流データ

温泉の利用状況を把握するために関連する主な観光統計
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観光庁「旅行・観光消費動向調査」の概要

調査概要・調査手法

• 調査対象
– 日本国内に居住する個人

• 調査対象者数
– 約29,000人

• 標本抽出方法
– 層化二段抽出法を採用

– 第一次抽出: 全国340地点を無作為抽出

– 第二次抽出: 各地点85人を系統抽出

• 調査周期
– 四半期ごとに実施

• 調査方法
– 郵送とオンライン調査の併用

• 主な調査事項
– 回答者の属性、旅行回数

– 旅行の目的、行先、交通手段、支出額など

推計方法

出所：e-stat「調査計画」（https://www.e-stat.go.jp/surveyplan/p00601010001）

• 基本的な考え方
– 調査で得られた旅行回数に線形推定乗率を掛

けて全体の数値を推定

– 母集団人口は総務省の「人口推計」を使用

• 推定方法
– 居住地・男女・年代で層化したデータを使用

– 四半期毎の結果を合算して年間値を算出

• 精度に関する情報
– 「国内宿泊旅行１人１回当たり旅行単価」を主要

指標とし、目標精度（標準誤差率）を5%～10%
に設定

– 居住地は人口、主目的地は延べ旅行者数を元に
5％～10％の範囲で設定
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（百万人） 図 国内宿泊観光・レクリエーション延べ旅行者数

2023

観光庁「旅行・観光消費動向調査」

n国内旅行実施率、平均旅行回数をもとに、目的別の国内延べ旅行者・宿泊者数の
把握、時系列推移を表すのに活用されている

n一方で、旅行先については都道府県単位での把握にとどまる

出典：国土交通省「全国旅行動態調査」、観光庁「旅行・観光消費動向調査」より作成
（注）延べ旅行者数の値は、2006～2009年は国民1人あたりの旅行平均回数（回／人）に7月1日時点の推計人口（人）を乗じた値。 2010～2019年は観光庁確定値。

※ 2003年より算出方法が変更されたため、それ以前との比較不可
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観光庁「宿泊旅行統計」の概要

【調査の対象】

• 統計法に規定する事業所母集団データベース（総務省）を基に、観光
庁で補正を加えた名簿から抽出されたホテル、旅館、簡易宿所、会
社・団体の宿泊所など
※2010年（平成22年）第2四半期（4月～6月）調査から

• 調査対象施設については、従業者数に応じて以下のとおり
–従業者数10人以上の事業所：全数調査
–従業者数5～9人の事業所：1/3を無作為に抽出してサンプル調査
–従業者数0～4人の事業所：1/9を無作為に抽出してサンプル調査

• 有効回収率（2025年5月-第2次速報）
–従業者数10名以上：59.2%、10名未満：37.5%
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出所：（一財）運輸総合研究所観光統計共同研究チーム「地域観光進行組織の利活用ニーズに応じた観光統計整備のあり方」
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出所：観光庁 「ー令和６年度統計法施行状況報告ー観光庁所管の統計調査について」
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【まとめ】宿泊旅行統計の温泉地での活用における限界

全数調査

• 温泉地に多い小規模施設は、
サンプル調査

– 従業者数10人以上: 全数調査

– 従業者数5～9人: 1/3を無作
為抽出

– 従業者数0～4人: 1/9を無作
為抽出

• このため、調査対象から外れ
た施設の動向は直接反映され
ない

低い有効回収率

• サンプル調査であることに
加え、小規模施設の有効回
収率が低い
– 2025年5月（第2次速報）

の有効回収率:

• 10人未満: 37.5%

• 10人以上: 59.2%

• 回答が得られていない多く
の施設の状況が不明なため、
実態との乖離が懸念

地域レベルの把握が困難

• 都道府県単位で公表されて
おり、温泉地レベルでのデー
タ把握が困難

• 温泉地の正確な分析には、
公式統計だけでなく、地域独
自の補完調査が必要

【結論】

• 宿泊旅行統計調査は、個別の温泉地のミクロな実態把握には分析は困難

• 温泉地の分析には地域独自の調査を併用する複合的アプローチが必要
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観光庁「共通基準による観光入込客統計」

• 以前は統一基準がなく、都道
府県間の比較が困難だった

• そこで、国は「共通基準による
観光入込客統計」を整備

• これにより、都道府県単位で
のデータ比較が可能となった

出所：観光庁「観光入込客統計に関する共通基準調査要領 令和５年（2023）年改定版」
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観光客入込客統計に関する共通基準の調査フロー

出所：観光庁「観光入込客統計に関する共通基準調査要領 令和５年（2023）年改定版」

観光地点等入込客数調査
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観光地点パラメータ調査

統計の基礎となる観光地点等ごとの入込
客数を把握。都道府県内の観光地点と行
祭事・イベントに訪れた月別の人数を市区

町村及び観光地点等の管理者、行祭事・イ
ベント実施者等に聞き取り調査。一定の条
件を満たせば、人流（位置情報）データの

利用も可能。

観光地点を訪れた観光客を対象に性別・
年齢・居住地等の基本的な属性、目的、同
行者や利用交通機関、宿泊／日帰り、訪問

地点数、観光消費額単価を調査し、各種パ
ラメータを把握。従来は調査員調査を原
則としていたが、QRコードを用いた留置

WEB調査（QRコード調査）の併用のほか、
インターネット調査での代替も可能。

統計量の推計・共有・公表

都道府県が推計を行い、市区町村や関係
各所と共有。
また、最低年1回の暦年値を観光庁に報告。

結果の公表は都道府県が行う。
観光庁より以下のデータを受領
・属性別実宿泊数（県内／県外、日本人／

訪日客、ビジネス目的／観光目的）
・ビジネス目的の県内日帰り観光入込客数
・実家・キャンプ場等利用補正係数
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都道府県・市区町村の観光統計が抱える課題

n市町村間のデータ比較はいまだに困難

ü 「共通基準」はあるが、調査手法は自治体によってまちまち

ü市町村別データを公表していない都道府県が多い

ü市町村レベルでは調査を実施する予算確保が困難

2025-09-25
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観光入込客数のカウント方法 人流データの活用

出所：観光庁「観光入込客統計に関する共通基準調査要領 令和５年（2023）年改定版」
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観光入込客数のカウント方法 人流データの活用

出所：観光庁「観光入込客統計に関する共通基準調査要領 令和５年（2023）年改定版」
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観光入込客数のカウント方法 人流データの活用

出所：観光庁「観光入込客統計に関する共通基準調査要領 令和５年（2023）年改定版」
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携帯基地局系人流データの温泉地データ把握における課題

プライバシー保護のための「秘匿処理」

「秘匿処理」によるデータの欠損

• 個人の特定を防ぐため、集計結果が少人
数になるエリアの数値は削除・加工（秘匿
処理）される

具体例

• ある地域に特定の属性（例：80代男性）を
持つ人が1人しかいない場合、その数値を
0人や複数人に加工

主な課題

• 人口の少ない地域では統計データ自体が
得られない可能性がある

• 特に過疎地域や小規模な自治体において、
有効なデータが限定的になる傾向がある

統計推計の「信頼性」に関する課題

携帯電話基地局との関係

• 人口密集地域と比較して、郊外などでは基
地局の設置間隔が広くなる傾向

空間解像度の限界

• 基地局の密度が低い地域では、位置情報
の特定精度が低下します

• 都市部と比較して、郊外や山間部では推計
できる空間解像度が粗くなります

主な課題

• 人口が少ない地域や基地局の少ないエリ
アでは、推計の信頼性が低下の可能性

• 特に時間帯別の人口変動や詳細な属性別
集計において、精度に課題が生じやすい
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4

各種観光統計を用いた
温泉地利用者数の推計の検討
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データソース 活用の仕方 弱み 役割

旅行・観光消費動向調査
（国）

国内旅行の旅行者数の把握
（延べ・実、宿泊・日帰
り）

地域単位の精度が粗い 旅行者数の母数推計

宿泊旅行統計（国）
全国の宿泊者数
宿泊施設数等の把握

小規模施設、地域単位の精
度が粗い

他データとの整合性チェッ
クに使う

自治体の観光統計
（入込数調査など）

温泉地や地域単位の宿泊者
数の把握

調査手法が自治体毎に異な
り比較が困難

入湯税や国統計との突き合
わせで補正

入湯税（自治体） 温泉利用者の実数の把握
課税対象外の利用者数の把
握ができない

温泉利用者の実数把握

旅館組合・OTA予約データ
稼働率や部屋数、実数の把
握

非加盟施設や民泊の把握が
できない

入湯税ベース推計を細分化
して補正

人流データ
（携帯電話位置情報）

全国レベルで地域のの滞在
者数の把握

地域単位の精度が粗い
他のデータの補正係数とし
て活用

独自調査（アンケート）
温泉旅行者の属性・旅行内
容等の把握

実数の把握は困難
旅行目的・属性別の利用者
数の推計

温泉の施設数、利用者（宿泊者数）等に関する各種データ
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全国の温泉地における宿泊者数および滞在実態の推計モデル（案）

湯治客数

日本人の国内旅行者数

温泉地別利用者数

宿泊者数日帰り客数

属性別の湯治客数と
滞在実態

旅行・観光消費動向調査

入湯税データ
自治体調査
宿泊旅行統計
人流データ

旅館組合・OTAデータ

アンケート調査
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（参考）宿泊者カードによるデータ収集

nザンクト・ガレン（スイス）の公共交通機関乗り放題カード

• ザンクト・ガレンーボーデン湖観光局
（DMO）では、宿泊者への特典として、ホ
テルのフロントで「Mobility Ticket」と
書かれた名刺大のカードを提供

• チェックイン時に宿泊客のメールアドレス
を登録することで、スマートフォンのウォ
レットに登録することも可能

• 同カードを提示することで、周辺エリアの
バスや路面電車、鉄道といった交通機関が
乗り放題となる

• 同カードにより宿泊者の属性情報や泊数
などのデータ収集が可能

• カードシステム運営の原資は宿泊税の一
部

出所：（公財）日本交通公社（https://www.jtb.or.jp/researchers/column/column-accommodation-tax-kanno/、

https://www.jtb.or.jp/tourism-culture/bunka260/260-10/）


